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H23年度地方交付税問題小委員会夏提言項目（案）の対照表 

H22年度秋提言の項目 H23年度夏提言の項目（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 国と地方の財政運営について 

１ 経済の立て直しと成長戦略の確実な実施○削 

２ 地方財政は実質赤字 

 (1)常態化している地方の財源不足 

 (2)形式的なプライマリーバランスは黒字だが実質的には赤字○削 

 (3)実質的な赤字のため地方は国を上回る行革を強いられている  

３ 地方財政計画の役割と決算乖離○修 

(1)地方財政計画の役割○修 

(2)地方財政計画と決算額との乖離○修 

①地方財政計画の性格○修 

②地方財政計画の規模○修 

③地方単独事業○修 

③給与関係費○修 

４ 地方交付税の機能と役割 

(1)地方交付税は地方の固有財源 

(2)地方財政基盤の確立には地方交付税の充実が不可欠 

(3)地域間格差是正機能復元のための交付税の増額 

 

Ⅱ 平成23年度地方財政対策に向けて 

１ 地方財政計画の充実 

(1)適切な地方財政規模、地方一般財源の確保 

(2)平成 22年度補正予算を活用した地方交付税の実質的な増額 ○削

Ⅰ 東日本大震災への対応について

 

(3)地方の課題に対応するための歳出の適切な積み上げ 

①社会保障関係費の確保 

②疲弊している地域経済再生のための経費の確保 

a 厳しい地方の経済雇用情勢に対応するための経費の確保 

b デフレギャップの解消に向けた投資事業の充実 

c 安全安心のための社会資本の維持・整備費の適切な積み上げ 

d 緑の分権改革や交流人口拡大等による地域振興経費の拡大 

③子ども手当等国の制度創設・改正に当たっての確実な財源措置 

④基金事業に係る地方負担への適切な措置 

⑤臨時財政対策等の元利償還分の適切な積み上げ 

○新 

１ 復興債の発行による迅速な復旧・復興予算の確保 

２ 地方の主体的な復旧・復興を実現するための財源のあり方  

３ 平成 23年度当初予算の執行見直しに当たっての地方意見の反映  

４ 復旧・復興と経済の立て直しの両立に向けた金融・財政政策  

５ 国民負担のあり方の国民的な議論の活性化 

 

 

Ⅱ 国と地方の財政運営について 

 

１ 地域振興と地方財政○修 

 (1)常態化している地方の財源不足 

(2)実質的な赤字のため地方は国を上回る行革を強いられている  

(3)地域振興のための対応○新 

２ 地方財政を担保する地方財政計画○修 

(1)地方財政計画の役割○修 

(2)地方財政計画と決算額との乖離○修 

(3)中期財政フレームの見直し○新 

 

 

 

３ 地方交付税の機能の強化 

(1)地方交付税は地方の固有財源 

(2)地方財政基盤の確立には地方交付税の充実が不可欠 

(3)地域間格差是正機能復元のための交付税の増額 

 

Ⅲ 平成24年度地方財政対策に向けて 

１ 地方財政計画の充実 

(1)適切な地方財政規模、地方一般財源の確保 

 

(2)地方の課題に対応するための歳出の適切な積み上げ 

①社会保障関係費の確保 

②疲弊している地域経済再生のための経費の確保 

a 厳しい地方の経済雇用情勢に対応するための経費の確保 

b デフレギャップの解消に向けた投資事業の充実 

c 安全安心のための社会資本の維持・整備費の適切な積み上げ 

d 緑の分権改革や交流人口拡大等による地域振興経費の拡大 

③国の制度創設・改正に当たっての確実な財源措置○修 

④基金事業に係る地方負担への適切な措置 

⑤臨時財政対策等の元利償還分の適切な積み上げ 
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(4)経済状況を踏まえた税収見込額の適正な算定 

３ 地方交付税の機能の復元・強化 

(1)基準財政需要額の適切な積み上げ 

①義務的経費の交付税算入不足の解消 

②全国的に実施している事業の交付税算入 

(2)地域の実情を反映した地方交付税の算定方法  

①条件不利地域など地域の実情に応じた適切な需要の確保 

②適切な事業費補正措置 

③新型交付税拡大への懸念 

(3)税収不足への適切な対応 

①交付税率の引き上げによる臨時財政対策債に頼らない交

付税制度の運営 

②財源不足に対する別枠加算等による適切な措置 

③減収補てん債等による確実な財源措置  

(4)特別交付税の確保 

 

Ⅲ 地域主権改革に当たっての適切な措置 

１ 一括交付金化に当たっての地方負担分の確実な措置  

２ 権限移譲に当たっての地方への確実な財源措置 

３ 国の出先機関改革における財源の確保 

４ 義務付け・枠付けの見直しの推進 

５ 直轄事業の維持管理負担金廃止に伴う地方交付税の確保 

６ 地方共有税の具体化 

７ 国と地方の協議の場における地方意見の反映 

 

Ⅳ 地方税財政制度の充実強化 

 １ 国と地方を通ずる税制の抜本改革 

 ２ 地方消費税の引上げを含む地方税改革の早期実現 ○修

(4)経済状況を踏まえた税収見込額の適正な算定 

３ 地方交付税の機能の復元・強化 

(1)基準財政需要額の適切な積み上げ 

①義務的経費の交付税算入不足の解消 

②全国的に実施している事業の交付税算入 

(2)地域の実情を反映した地方交付税の算定方法  

①条件不利地域など地域の実情に応じた適切な需要の確保 

②適切な事業費補正措置 

③新型交付税拡大への懸念 

(3)税収不足への適切な対応 

①交付税率の引き上げによる臨時財政対策債に頼らない交

付税制度の運営 

②財源不足に対する別枠加算等による適切な措置 

③減収補てん債等による確実な財源措置  

(4)特別交付税の確保 

 

Ⅳ 地域主権改革に当たっての適切な措置 

１ 地域自主戦略交付金の地方負担分の確実な措置

 

 ３ 地方環境税の創設等に係る地方税財源の確保  

４ 地方法人課税の堅持 

○修 

２ 権限移譲に当たっての地方への確実な財源措置 

３ 国の出先機関改革における財源の確保○修 

４ 義務付け・枠付けの見直しの推進 

５ 直轄事業の維持管理負担金廃止に伴う地方交付税の確保 

６ 地方共有税の具体化 

７ 国と地方の協議の場における地方意見の反映 

 

Ⅴ 地方税財政制度の充実強化 

 １ 国と地方を通ずる税制の抜本改革  

２ 地方消費税の引上げを含む地方税改革の早期実現  

（「社会保障と税の一体改革」の課題）○修 

 ３ 地方環境税の創設等に係る地方税財源の確保  

４ 地方法人課税の堅持 

  

 


